
 

 

 

 

   第１章             

 

概  説 



１ 大気の汚染に係る環境基準 

（１）環境基準 

 大気の汚染に係る環境基準については、これまで二酸化窒素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダン

ト、二酸化硫黄、一酸化炭素、微小粒子状物質の６物質について次のとおり定められている。 

 

表１-１-１ 大気の汚染に係る環境基準 

項  目 環 境 上 の 条 件 

二酸化窒素 

(NO2) 

 １時間値の１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾー 

 ン内又はそれ以下であること。 

浮遊粒子状物質 

(SPM) 

 １時間値の１日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、１時 

 間値が 0.20mg/m3以下であること。 

光化学オキシダント 

(Ox) 
 １時間値が 0.06ppm 以下であること。 

二酸化硫黄 

(SO2) 

 １時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、１時 

 間値が 0.1ppm 以下であること。 

一酸化炭素 

(CO) 

 １時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、１時間 

 値の８時間平均値が 20ppm 以下であること。 

微小粒子状物質 

(PM2.5) 

 １年平均値が 15μg/㎥以下であり、かつ、１日平均値が 

 35μg/㎥以下であること。 

 

 

（２）評価方法 

 環境基準による大気汚染の状況の評価については、次のとおり取り扱うこととされている。 

 

ア 短期的評価（二酸化窒素及び微小粒子状物質を除く） 

 測定を行った日についての１時間値の１日平均値若しくは８時間平均値又は各１時間値を環境基準

と比較して評価を行う。 

 光化学オキシダントについては、１時間値の年間最高値を環境基準と比較して評価している。 

 

イ 長期的評価 

（ア）二酸化窒素及び微小粒子物質 

 １年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて 98％目（例えば、年間有効測

定日が 350 日の場合には 343（＝350×0.98）番目）に当たる値（１日平均値の年間 98％値）を環境基

準と比較して評価を行う。 

 

（イ）浮遊粒子状物質、二酸化硫黄及び一酸化炭素 

 １年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、高い方から数えて２％の範囲にある測定値（例

えば、年間有効測定日が 335 日の場合には７（＝335×0.02、四捨五入）個の測定値）を除外した後の

最高値（１日平均値の年間２％除外値）を環境基準と比較して評価を行う。ただし、上記の評価方法

にかかわらず環境基準を超える日が２日以上連続した場合には非達成とする。 
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（ウ）微小粒子状物質 

 長期基準に対応した環境基準達成状況は、長期的評価として測定結果の年平均値について評価を行

うものとする。 

 短期基準に対応した環境基準達成状況は、短期基準が健康リスクの上昇や統計学的な安定性を考慮

して年間 98 パーセンタイル値を超える高濃度領域の濃度出現を減少させるために設定されることを

踏まえ、長期的評価としての測定結果の年間 98 パーセンタイル値を日平均値の代表値として選択し、

評価を行うものとする。 

 測定局における測定結果（１年平均値及び 98 パーセンタイル値）を踏まえた環境基準達成状況に

ついては、長期基準及び短期基準の達成若しくは非達成の評価を各々行い、その上で両者の基準を達

成することによって評価するものとする。 

 

（３）測定方法 

 測定方法については、次の方法によることとされている。 

 

ア 二酸化窒素（ＮＯ２） 

 ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾンを用いる化学発光法によることとされている。ただ

し、後者の方法については、平成８年 10 月に追加されたものである。 

 なお、昭和 53 年度にザルツマン係数等の改定が行われており、本報告書で用いた昭和 52 年度以前

の数値は、当該改定に伴う数値処理を行ったものである。 

 

イ 浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

 標準測定法としてはろ過捕集による重量濃度測定法が定められているが、連続測定が著しく困難で

あるため、この方法により得られる重量濃度と直線的な関係を有する量が得られる光散乱法、圧電天

びん法又はベータ線吸収法により測定が行われている。 

 なお、光散乱法による測定結果の評価に当たっては、標準測定法による測定値と光散乱法による測

定値との比（Ｆ値）を用いて、指示値を重量濃度へ換算することとされている。 

 

ウ 光化学オキシダント（Ｏｘ） 

 中性ヨウ化カリウムを用いる吸光光度法若しくは電量法、紫外線吸収法又はエチレンを用いる化学

発光法によることとされている。ただし、紫外線吸収法及び化学発光法については、平成８年 10 月に

追加されたものである。 

 

エ 二酸化硫黄（ＳＯ２） 

 溶液導電率法又は紫外線蛍光法によることとされている。ただし、後者の方法については、平成８

年 10 月に追加されたものである。 

 

オ 一酸化炭素（ＣＯ） 

 非分散型赤外線分析計を用いる方法により測定することとされている。 

 

カ 微小粒子状物質（ＰＭ２.５） 

        微小粒子状物質による大気の汚染の状況を的確に把握することができると認められる場所におい

て、濾過捕集による質量濃度測定方法又はこの方法によって測定された質量濃度と等価な値が得られ

ると認められる自動測定機による方法により測定することとされている。 
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（４）大気中の炭化水素濃度の指針 

 光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針が昭和 51 年の中央公害対策審

議会答申において示されている。 

 同指針においては、午前６時から午前９時までの非メタン炭化水素濃度を 0.20ppmC から 0.31ppmC

の範囲以下とすべきであるとしている。 

 非メタン炭化水素の標準測定法としては、直接測定法が定められている。 

 

 

２ 環境基準の達成状況等 

 平成 29 年度の測定結果によると、①二酸化窒素については、一般環境大気測定局（以下「一般局」

という。）では平成 18 年以降全ての測定局で環境基準を達成し、自動車排出ガス測定局（以下「自排

局」という。）では近年達成率はほぼ横ばいで、高い水準で推移している。②浮遊粒子状物質について

は、近年達成率は一般局、自排局ともにほぼ横ばいで、高い水準で推移している。③光化学オキシダ

ントの環境基準達成率は、依然として極めて低い水準となっている。④二酸化硫黄の環境基準達成率

は、一般局、自排局で良好な状況が続いている。⑤一酸化炭素については、昭和 58 年以降全ての測定

局において環境基準を達成しており、良好な状況が続いている。⑥微小粒子状物質については、初め

ての評価であった平成 22 年度と比較して測定局数が大幅に増加した。また、環境基準達成率は、平成

28 年度と比較して、一般局は僅かに改善したが、自排局はやや低下した。 

 

表１-２-１ 測定項目別有効測定局及び環境基準達成率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局
区
分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

有効測定局数 1,366 1,351 1,332 1,308 1,285 1,278 1,278 1,253 1,243 1,243

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

有効測定局数 1,422 1,386 1,374 1,340 1,320 1,324 1,322 1,302 1,296 1,303

達成率 99.6% 98.8% 93.0% 69.2% 99.7% 97.3% 99.7% 99.6% 100% 99.8% 

有効測定局数 1,148 1,152 1,150 1,152 1,142 1,152 1,161 1,144 1,143 1,150

達成率 0.1% 0.1% 0.0% 0.5% 0.4% 0.3% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 

有効測定局数 1,171 1,129 1,114 1,127 1,022 1,011 1,003 974 957 952

達成率 99.8% 99.6% 99.7% 99.6% 99.7% 99.7% 99.6% 99.9% 100% 99.8% 

有効測定局数 73 71 70 70 68 60 59 57 57 59

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

有効測定局数 - - 34% 105 312 492 672 765 785 814

達成率 - - 32% 27.6% 43.3% 16.1% 37.8% 74.5% 88.7% 89.9% 

有効測定局数 421 423 416 411 406 405 403 402 395 397

達成率 95.5% 95.7% 97.8% 99.5% 99.3% 99.0% 99.5% 99.8% 99.7% 99.7% 

有効測定局数 403 406 399 395 394 393 393 393 390 387

達成率 99.3% 99.5% 93.0% 72.9% 99.7% 94.7% 100% 99.7% 100% 100% 

有効測定局数 30 31 33 31 30 30 28 29 29 29

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

有効測定局数 72 68 68 61 59 58 55 51 51 50

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

有効測定局数 276 270 258 258 241 243 241 232 230 227

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

有効測定局数 - - 12 51 123 181 198 219 223 224

達成率 - - 8.3% 29.4% 33.3% 13.3% 25.8% 58.4% 88.3% 86.2% 

自
排
局

二酸化窒素

浮遊粒子状物質

光化学オキシダント

二酸化硫黄

一酸化炭素

微小粒子状物質

項  目

一
般
局

二酸化窒素

浮遊粒子状物質

光化学オキシダント

二酸化硫黄

一酸化炭素

微小粒子状物質
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   ※１ 有効測定局 …… 年間測定時間が 6,000 時間以上の測定局（光化学オキシダント及び微小粒子状物質を除

く）。 

          微小粒子状物質については標準測定法との等価性を有する自動測定機で測定されてお

り、かつ有効測定日数（１日平均値に係る欠測が１日（24 時間）のうち４時間を超え

ない日）が 250 日以上である測定局。 

   ※２ 一般環境大気測定局 …… 一般環境大気の汚染状況を常時監視する測定局。 

   ※３ 自動車排出ガス測定局 …… 自動車走行による排出物質に起因する大気汚染の考えられる交差点、道路及

び道路端付近の大気を対象にした汚染状況を常時監視する測定局。 

 

表１-２-２ 測定項目別年平均値の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※光化学オキシダントは、昼間の日最高１時間値の年平均値。 

 

（１）二酸化窒素（ＮＯ２） 

環境基準達成率は、一般局で 100％、自排局で 99.7％（平成 28 年度 一般局：100％、自排局：99.7％）

であり、一般局では平成 18 年以降全ての測定局で達成し、自排局では近年ほぼ横ばいで、高い水準で

推移している。 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域における環境基準達成率は、一般局で 100％、自排局で 99.5％（平

成 28 年度  一般局：100％、自排局：99.5％）であり、平成 28 年度と同水準であった。 

また、年平均値については、近年、一般局、自排局ともに緩やかな低下傾向がみられる。 

 

（２）浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

環境基準達成率は、一般局で 99.8％、自排局で 100％（平成 28 年度 一般局：100％、自排局：100％）

であり、一般局、自排局ともにほぼ横ばいで、高い水準で推移している。 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域における環境基準達成率は、一般局、自排局ともに 100％（平成

28 年度  一般局：100％、自排局：100％）であり、平成 28 年度と同水準であった。 

また、年平均値については、近年、一般局、自排局ともに緩やかな低下傾向がみられる。 

 

 

 

局
区
分

項  目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

二酸化窒素 ppm 0.013 0.012 0.011 0.011 0.011 0.010 0.010 0.010 0.009 0.009

浮遊粒子状物質 mg/m
3 0.022 0.021 0.021 0.020 0.019 0.020 0.020 0.019 0.017 0.017

光化学オキシダント ppm 0.048 0.048 0.048 0.044 0.046 0.047 0.047 0.048 0.047 0.048

二酸化硫黄 ppm 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002

一酸化炭素 ppm 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2

微小粒子状物質 μg/m
3 - - 15.1   15.4 14.5 15.3 14.7 13.1 11.9 11.6

二酸化窒素 ppm 0.024 0.023 0.022 0.021 0.020 0.020 0.019 0.019 0.017 0.017

浮遊粒子状物質 mg/m
3 0.026 0.024 0.023 0.022 0.021 0.022 0.021 0.020 0.018 0.017

光化学オキシダント ppm 0.041 0.041 0.043 0.039 0.042 0.042 0.043 0.044 0.044 0.044

二酸化硫黄 ppm 0.003 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002

一酸化炭素 ppm 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3

微小粒子状物質 μg/m
3 - - 17.2 16.1 15.4 16.0 15.5 13.9 12.6 12.5

自
排
局

一
般
局
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（３）光化学オキシダント（Ｏｘ） 

環境基準達成率は、一般局、自排局ともに 0％（平成 28 年度 一般局：0.1％、自排局：0％）であ

り、達成状況は依然として極めて低い水準となっている。 

また、昼間の日最高１時間値の年平均値については、近年、一般局、自排局ともにほぼ横ばいで推

移している。 

光化学オキシダント濃度の長期的な改善傾向を評価するための指標（８時間値の日最高値の年間 99

パーセンタイル値の３年平均値）を用いて、注意報発令レベルの超過割合が多い地域である関東地域、

東海地域、阪神地域、福岡・山口地域における域内最高値の経年変化をみると、平成 18～20 年度頃か

ら域内最高値は減少傾向であったが、近年ではほぼ横ばい傾向にある。 

 

（４）二酸化硫黄（ＳＯ２） 

環境基準達成率は、一般局で 99.8％、自排局で 100％（平成 28 年度  一般局：100％、自排局：100％）

と良好な状況が続いている。 

 

（５）一酸化炭素（ＣＯ） 

環境基準達成率は、一般局、自排局とも 100％（平成 28 年度  一般局：100％、自排局：100％）で

あり、昭和 58 年以降全ての測定局において達成しており、良好な状況が続いている。 

 

（６）微小粒子状物質（ＰＭ２.５） 

環境基準達成率は、一般局で 89.9％、自排局で 86.2％（平成 28 年度  一般局：88.7％、自排局：

88.3％）であり、平成 28 年度と比較して、一般局は僅かに改善したが、自排局はやや低下した。 

また、長期基準の達成率は、一般局で 92.3％、自排局で 90.6％（平成 28 年度 一般局 89.2％、自

排局：89.7％）であり、平成 28 年度と比較して、一般局、自排局ともに僅かに改善した。一方、短期

基準の達成率は、一般局で 93.2％、自排局で 89.3％（平成 28 年度 一般局：97.2％、自排局：96.0％）

であり、平成 28 年度と比較して、一般局、自排局ともに低下した。 

全測定局の年平均値は、一般局で 11.6μg/m3、自排局で 12.5μg/m3であり、平成 25 年度以降緩や

かな改善傾向である。また、一般局、自排局の年平均値のヒストグラムを比較すると、自排局の濃度

分布は一般局に比べて高い濃度域にあることが確認できる。各年度の濃度階級別の発生率分布をみる

と、一般局、自排局ともに、年度ごとに分布が低濃度側に移行しているが、自排局については、14～

15μg/m3の発生率が平成 26 年度から平成 29 年度の間で同程度（18～19％）となっている。 

季節別の傾向をみると、平成 29 年度は全体的に平成 28 年度と同様の傾向を示しており、夏季の濃

度が低く、10 月の月平均値が最も低かった。平成 29 年度の夏季は、平成 28年度の夏季と同様に冷夏

となったため、光化学反応による二次生成粒子の生成が抑制されたこと、平成 29 年 10 月は、秋雨前

線や超大型台風の影響で降水量が多かったことが低濃度の要因として挙げられる。一方、平成 29 年５

月の西日本、平成 29 年 11～12 月の関東地方、平成 30 年３月の全国において、日平均値が 35μg/m3

を超過した延べ日数が多かった。平成 29 年５月と平成 30 年３月は、移動性高気圧の周回流により大

陸起源の大気汚染物質が飛来するとともに、晴れの日が多く、日照時間が長かったため、国内におい

て二次生成粒子の生成が促進され、各地方で日平均値が 35μg/m3を超過した日が多くなったと考えら

れる。平成 29 年度の冬季は、全国的に寒冬となり、特に関東地方で晴れの日が多く、暖冬となった平

成 28 年度の冬季よりも風速が弱かったため、夜間の接地逆転層により国内起源の大気汚染物質が下層

に蓄積され、高濃度となる日が多くなったと考えられる。 

地域別の環境基準達成率の傾向をみると、関東地方、関西地方の主に都市部で環境基準を達成して

いない地域が見られる他、中国・四国地方の瀬戸内海に面する各県（一般局：50 %から 83.3 %、自排

局：0.0 %から 100 %）、九州地方の各県（一般局：62.5 %から 94.1 %、自排局：0.0 %から 100 %）で

は依然として環境基準達成率の低い地域がある。関東地方の環境基準非達成局は都心部に分布してお

り、他の地域と比較して自排局の数が多く、中国・四国地方の環境基準非達成局は瀬戸内工業地域や

瀬戸内海に面する地域に分布しており、長期基準と短期基準の両方とも非達成の測定局が多い。また、
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九州地方は長期基準値を超過している測定局が多い。 

PM2.5 の成分分析は、全国 189 地点で実施された。このうち、通年（四季）で質量濃度、炭素成分

及びイオン成分が測定された地点は167地点であり、その内訳は一般環境115地点、道路沿道35地点、

バックグラウンド 17 地点であった。成分組成については、道路沿道では、元素状炭素の割合が他の地

点よりやや高いほか、バックグラウンドでは、硝酸イオン、元素状炭素の割合が低く、硫酸イオンの

割合がやや高くなっていた。 
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３ 測定局設置状況の推移 

我が国では、大気汚染防止法に基づき、都道府県及び大気汚染防止法上の政令市において大気汚染

の常時監視が行われている。 

平成 29 年度末現在の測定局数は全国で 1,873 局（一般局：1,464 局（国設局 9局を含む。）、自排局：

409 局（国設局 8局を含む。））である。 

 

表１-３-１ 測定項目別設置状況の推移 

 
局
区
分

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

656 656 658 652 775 654 663 661 656 653
(3) (2) (3) (2) (4) (3) (2) (2) (2) (2)

1,384 1,361 1,340 1,328 1,308 1,298 1,304 1,275 1,259 1,254
(6) (6) (7) (5) (4) (3) (5) (5) (5) (5)
661 662 662 653 767 657 668 668 667 668
(3) (2) (2) (2) (5) (3) (1) (1) (1) (1)

1,436 1,399 1,379 1,359 1,342 1,341 1,352 1,323 1,309 1,313
(9) (8) (7) (6) (5) (3) (4) (4) (4) (4)
619 632 637 638 765 647 655 656 658 659
(3) (2) (3) (2) (2) (1) (2) (2) (2) (2)

1,148 1,152 1,150 1,152 1,144 1,152 1,161 1,144 1,143 1,150
(5) (4) (5) (3) (2) (1) (3) (4) (4) (4)
532 522 518 502 589 495 501 502 496 488
(3) (3) (2) (2) (4) (3) (1) (1) (1) (1)

1,187 1,138 1,119 1,081 1,050 1,024 1,022 1,000 967 961
(8) (8) (8) (7) (4) (3) (4) (4) (4) (4)
69 66 64 65 66 59 58 56 58 57
(1) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
76 72 70 71 71 62 61 58 59 59
(1) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
220 225 232 237 241 238 237 236 238 239
(1) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
318 321 325 326 330 332 334 329 331 329
(1) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

－ － 44 187 360 449 526 544 563 571
(0) (0) (2) (1) (2) (2) (2) (2)

－ － 45 223 430 646 761 788 816 827
(0) (0) (2) (1) (3) (3) (3) (3)

689 694 698 693 700 708 724 728 729 729
(3) (2) (3) (3) (5) (3) (5) (5) (5) (5)

1,549 1,527 1,503 1,489 1,468 1,478 1,494 1,471 1,463 1,464
(11) (9) (9) (8) (5) (3) (5) (5) (5) (5)
261 259 259 256 323 255 253 252 249 249
(0) (0) (0) (0) (1) (2) (0) (1) (1) (1)
429 425 420 414 414 410 407 404 400 398
(2) (1) (1) (1) (1) (2) (2) (2) (2) (2)
253 251 250 251 318 253 251 251 249 249
(0) (0) (0) (0) (1) (2) (0) (0) (0) (0)
409 408 402 399 401 398 397 395 392 390
(2) (1) (1) (1) (1) (2) (2) (2) (2) (2)
27 27 26 24 26 23 21 22 22 22
(0) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0)
30 31 33 31 30 30 28 29 29 29
(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
67 60 61 54 55 52 51 49 47 45
(0) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0)
76 68 68 61 60 58 56 54 52 50
(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)
199 191 184 184 205 179 178 178 176 174
(0) (0) (0) (0) (2) (1) (0) (0) (0) (0)
285 273 267 261 253 245 241 237 232 230
(3) (2) (2) (2) (2) (1) (2) (2) (2) (2)
131 127 120 119 120 117 115 115 113 112
(0) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0)
178 174 166 164 162 157 154 153 150 147
(2) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

－ － 25 73 148 140 151 157 158 166
(0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0)

－ － 27 86 166 198 220 227 229 233

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (1) (1)

264 262 262 258 262 257 255 256 254 253

(0) (0) (0) (0) (2) (2) (3) (3) (3) (3)

438 434 429 422 421 417 416 415 411 409

(3) (2) (2) (2) (2) (2) (3) (3) (3) (3)

※（　）内は、環境基準適用除外局の市町村数と局数である（外数）。

微小粒子状物質

市町村数

測定局数

測定局数

市町村数

測定局数

一酸化炭素
市町村数

測定局数

非メタン炭化水素
市町村数

測定局数

光化学オキシダント
市町村数

測定局数

二酸化硫黄
市町村数

測定局数

測定局数
市町村数

測定局数

自
 
排
 
局

二酸化窒素
市町村数

測定局数

浮遊粒子状物質
市町村数

測定局数

非メタン炭化水素
市町村数

測定局数

微小粒子状物質
市町村数

測定局数

測定局数

二酸化硫黄
市町村数

測定局数

一酸化炭素
市町村数

測定局数

項  目

一
 
般
 
局

二酸化窒素
市町村数

測定局数

浮遊粒子状物質
市町村数

測定局数

光化学オキシダント
市町村数
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